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変 化 は あ っ た か と い う 質 問 で は 、42校
（93.3％）が「変わらない」と回答した（表
２）。「増えた」と回答した３校のうち２校の












津波 17 8 9
土砂災害 15 5 10
周辺ビルの倒壊 17 8 9
原子力災害 12 7 5
液状化 10 5 5
その他 4 2 2
特にない 9 6 3
無回答 1 0 1





増えた 3 1 2
変わらない 42 20 22





実施日時を予告しない訓練 28 14 14
登下校時の訓練 3 1 2
津波を想定した訓練 0 0 0
理療の臨床時を想定した訓練 11 7 4
緊急地震速報を活用した訓練 6 3 3
特にない 13 5 8





実施日時を予告しない訓練 3 1 2
登下校時の訓練 0 0 0
津波を想定した訓練 8 1 7
理療の臨床時を想定した訓練 2 1 1
緊急地震速報を活用した訓練 5 3 2
特に変わらない 25 10 15






での避難 33 16 17
視力のある生徒が複数を誘導す
る 14 4 10
教員による誘導 42 18 24
その他 1 0 1
















































大声で叫ぶように指導している 28 15 13
笛や非常ブザーを持つように指
導している 4 0 4
施設内に非常ベルを設置し、使
用を指導している 14 4 10
携帯電話を活用するよう指導し
ている 12 6 6
その他 3 2 1
特に指導はしていない 10 4 6





指導している 12 9 3




治療室主任 1 1 0
指導教員 30 16 14
治療に当たっている生徒 0 0 0
その他 0 0 0
設定していない 12 2 10






















「指 導 し て い る 」と 回 答 し た 学 校12校


















設定している 15 12 3





ヘルメット 24 17 7
懐中電灯 29 16 13
ホイッスル 22 12 10
メガホン 27 15 12
誘導ロープ 6 3 3
携帯ラジオ 14 11 3





携帯電話の通話による確認 34 17 17
携帯電話のメールによる確認 27 15 12
災害用伝言ダイヤルを活用した
確認 14 10 4
学校のＨＰを活用した確認 1 1 0
その他 5 1 4






理療科共通のマニュアルが必要 4 2 2
理療科共通のマニュアルに基づ
く各盲学校独のマニュアルが必 14 4 10
要
理療科共通のマニュアルは不要
だが，各盲学校独自のマニュア 22 12 10
ルが必要
必要ない 1 1 0
無回答 1 0 1
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は医薬品が手に入りにくいことから、盲学
校では、緑内障や糖尿病など持病の薬を確
保しておくことがより重要である。
校外にいる生徒に対する安否確認の手段
については、携帯電話の通話やメールによ
る確認を設定している学校が多くを占めて
いた。しかし、大規模地震の際は、通信機
器の被災や回線の混雑が予想される。実際
に、東日本大震災時には携帯電話や固定電
話が繋がりにくい状態であった。「学校防災
マニュアル作成の手引き」3）には、今後の大
規模地震対策として、電子メールやツイッ
ター、ホームページなど電話以外の通信手
段や、情報発信手段を準備することで、災
害時の情報収集・発信能力を高めることが
できると記載されている。盲学校でも大地
震に備えて、電話以外の手段を用意してお
くことが必要である。
学校防災マニュアルの必要性については、
マニュアルが必要であると回答した学校の
うち18校が理療科共通のマニュアルを必要
としていることがわかった。学校保健安全
法第29条6）では、「当該学校の実情に応じ
て、危険等発生時対処要領（マニュアル）
を作成するものとする」と記載されている。
理療科における大規模地震対策マニュア
ル作成に当たっては、①理療科の特性であ
る多様な視覚障害のある生徒や教員への配
慮、②高齢者の多い臨床室での実習を想定し
た配慮、③盲学校所在地の地域特性を考慮す
ることが重要である。
Ⅴ．結語
盲学校理療科主任を対象に行ったアンケー
ト調査の結果より、理療科における大規模地
震対策の現状として、以下のことが明らかに
なった。
１．東日本大震災前後で、A群も含めほとん
どの学校で避難訓練の回数や防災教育の時
間数に変化はみられなかった。
２．東日本大震災後、津波や原子力災害など
の地域特性に基づいた避難訓練を取り入れ
た学校がみられた。
３．「臨床中を想定した避難訓練を実施して
いない」、「臨床室独自のマニュアルがな
い」、「地震発生時の患者対応について指導
をしていない」と回答した学校が多くみら
れた。
４．臨床室における地震対応については、Ａ
群の方が地震発生時の患者対応の指導や治
療中止の判断をする人の設定、患者を誘導
する人の設定をしている学校が多いことが
わかった。
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